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新 旧 

ｐ3～5 

５ 用語の定義 

この計画における主な用語の定義は、次の

とおりとする。 

 

  （住民関連） 

用     語 定                       義 

避難住民

等 

 避難住民及び武力攻撃災害に

よる被災者をいう。 

避難行動

要支援者 

 次のいずれかに該当する者を

いう。 

１  自分の身体に危険が差し迫

った場合において、それを察知

することが不可能又は困難な者 

２  自分の身体に危険が差し迫

った場合において、それを察知

しても適切な行動をとることが

不可能又は困難な者 

３  危険を知らせる情報を受け

取ることが不可能又は困難な者 

４  危険を知らせる情報を受け

取ることが可能であっても、そ

れに対して適切な行動をとるこ

とが不可能又は困難な者 

 例えば、高齢者・障がい者・

乳幼児・外国人等が考えられる

。 

 

（避難、救援、武力攻撃災害への対処関連） 

用     語 定                       義 

要避難地

域 

  住民の避難が必要な地域をい

う。 

避難先地

域 

  住民の避難先となる地域（住

民の避難の経路となる地域を含

む。）をいう。 

ｐ3～5 

５ 用語の定義 

この計画における主な用語の定義は、次の

とおりとする。 

 

  （住民関連） 

用     語 定                       義 

避難住民

等 

 避難住民及び武力攻撃災害に

よる被災者をいう。 

災害時要

援護者  

 次のいずれかに該当する者を

いう。 

１  自分の身体に危険が差し迫

った場合において、それを察知

することが不可能又は困難な者 

２  自分の身体に危険が差し迫

った場合において、それを察知

しても適切な行動をとることが

不可能又は困難な者 

３  危険を知らせる情報を受け

取ることが不可能又は困難な者 

４  危険を知らせる情報を受け

取ることが可能であっても、そ

れに対して適切な行動をとるこ

とが不可能又は困難な者 

 例えば、高齢者・障がい者・

乳幼児・外国人等が考えられる

。 

 

（避難、救援、武力攻撃災害への対処関連） 

用     語 定                       義 

要避難地

域 

  住民の避難が必要な地域をい

う。 

避難先地

域 

  住民の避難先となる地域（住

民の避難の経路となる地域を含

む。）をいう。 
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緊急物資   避難住民等の救援に必要な物

資及び資材その他国民保護措置

の実施に当たって必要な物資及

び資材をいう。 

応急公用

負担 

 行政機関が、応急措置を実施

するため緊急の必要があると認

めるときに、第三者に対し、正

当な補償のもとに人的又は物的

な負担を求めること。国民保護

法では、物的負担を求めること

ができる旨の規定がある。 

（国民保護法第113条による。

） 

国対策本

部 

  事態対策本部     をい

う。 

（武力攻撃事態等及び存続危機

事態における我が国の平和と独

立並びに国及び国民の安全の確

保に関する法律（平成15年６月

13日法律第79号。以下「事態対

処法」という。）第10条による

。） 

県対策本

部 

  岐阜県国民保護対策本部をい

う。 

（国民保護法第27条による。） 

市対策本

部 

  多治見市市国民保護対策本部

をいう。 

（国民保護法第27条による。） 

市警戒本

部 

 多治見市国民保護警戒本部を

いう。 

国対策本

部長 

  事態対策本部長     を

いう。  

（事態対処法第11条による。） 

県対策本

部長 

  岐阜県国民保護対策本部長を

いう。  

（国民保護法第27条による。） 

緊急物資   避難住民等の救援に必要な物

資及び資材その他国民保護措置

の実施に当たって必要な物資及

び資材をいう。 

応急公用

負担 

 行政機関が、応急措置を実施

するため緊急の必要があると認

めるときに、第三者に対し、正

当な補償のもとに人的又は物的

な負担を求めること。国民保護

法では、物的負担を求めること

ができる旨の規定がある。 

（国民保護法第113条による。

） 

国対策本

部 

  武力攻撃事態等対策本部をい

う。 

（武力攻撃事態等       

  における我が国の平和と独

立並びに国及び国民の安全の確

保に関する法律（平成15年６月

13日法律第79号。以下「事態対

処法」という。）第10条による

。） 

県対策本

部 

  岐阜県国民保護対策本部をい

う。 

（国民保護法第27条による。） 

市対策本

部 

  多治見市市国民保護対策本部

をいう。 

（国民保護法第27条による。） 

市警戒本

部 

 多治見市国民保護警戒本部を

いう。 

国対策本

部長 

  武力攻撃事態等対策本部長を

いう。  

（事態対処法第11条による。） 

県対策本

部長 

  岐阜県国民保護対策本部長を

いう。  

（国民保護法第27条による。） 
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市対策本

部長 

  多治見市国民保護対策本部長

をいう。 

（国民保護法第27による。） 

 

 （関係機関、施設関連） 

用     語

  

定                       義 

指定行政

機関 

  次に掲げる機関で、武力攻撃

事態等及び存続危機事態におけ

る我が国の平和と独立並びに国

及び国民の安全の確保に関する

法律施行令（平成15年政令第25

2号。以下「事態対処法施行令

」という。)で定めるものをい

う。 

１  内閣府、宮内庁並びに内閣

府設置法(平成11年法律第89号)

第49条第１項及び第２項に規定

する機関並びに国家行政 組織

法(昭和23年法律第120号)第３

条第２項に規定する 機関 

２  内閣府設置法第37条及び第

54条並びに宮内庁法（昭和22年

法律第70号)第16条第１項並び

に国家行政組織法第８条に規定

する機関 

３  内閣府設置法第39条及び第

55条並びに宮内庁法第16条第２

項並びに国家行政組織法第８条

の２に規定する機関 

４ 内閣府設置法第40条及び第

56条並びに国家行政組織法第８

条の３に規定する機関 
 

市対策本

部長 

  多治見市国民保護対策本部長

をいう。 

（国民保護法第27による。） 

 

 （関係機関、施設関連） 

用     語

  

定                       義 

指定行政

機関 

  次に掲げる機関で、武力攻撃

事態等        におけ

る我が国の平和と独立並びに国

及び国民の安全の確保に関する

法律施行令（平成15年政令第25

2号。以下「事態対処法施行令

」という。)で定めるものをい

う。 

１  内閣府、宮内庁並びに内閣

府設置法(平成11年法律第89号)

第49条第１項及び第２項に規定

する機関並びに国家行政 組織

法(昭和23年法律第120号)第３

条第２項に規定する 機関 

２  内閣府設置法第37条及び第

54条並びに宮内庁法（昭和22年

法律第70号)第16条第１項並び

に国家行政組織法第８条に規定

する機関 

３  内閣府設置法第39条及び第

55条並びに宮内庁法第16条第２

項並びに国家行政組織法第８条

の２に規定する機関 

４ 内閣府設置法第40条及び第

56条並びに国家行政組織法第８

条の３に規定する機関 
 

ｐ10～12 

１ 関係機関の事務又は業務の大綱 

【指定公共機関等】 

ｐ10～12 

１ 関係機関の事務又は業務の大綱 

【指定公共機関等】 
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機関の名称 業務の大綱 

放送事業者  １ 警報及び避難の指示（警報の解

除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の 内容の放

送 

運送事業者 １ 避難住民の運送及び緊急物資の

運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 １  避難施設における電話その他の

通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の

実施に必要な通信の優 先的取扱い 

電気事業者 １  電気の安定的な供給 

ガス事業者 １ ガスの安定的な供給      

郵便事業を営む者 １ 郵便の確保 

病院その他の医療機関 １ 医療の確保 

河川管理施設、道路の

管理者 

１  河川管理施設及び道路の管理 

日本赤十字社 １  救援への協力 

２ 外国人の安否情報の収集、整理

及び回答 

日本銀行 １ 銀行券の発行並びに通貨及び金

融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じた

信用秩序の維持 

２ 関係機関の連絡先 

関係機関の連絡先は、地域防災計画「資料編」

に記載のとおりとする。 

機関の名称 業務の大綱 

放送事業者  １ 警報及び避難の指示（警報の解

除及び避難の指示の解除を含む。）

の内容並びに緊急通報の 内容の放

送 

運送事業者 １ 避難住民の運送及び緊急物資の

運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 １  避難施設における電話その他の

通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の

実施に必要な通信の優 先的取扱い 

電気事業者 １  電気の安定的な供給 

ガス事業者 １ ガスの安定的な供給      

郵便事業株式会社 １ 郵便の確保 

病院その他の医療機関 １ 医療の確保 

河川管理施設、道路の

管理者 

１  河川管理施設及び道路の管理 

日本赤十字社 １  救援への協力 

２ 外国人の安否情報の収集、整理

及び回答 

日本銀行 １ 銀行券の発行並びに通貨及び金

融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じた

信用秩序の維持 

２ 関係機関の連絡先 

関係機関の連絡先は、      「資料編」

に掲載することとする。 

ｐ13（出典：多治見市ホームページ） 

（１）人口等（令和 3年 4 月 1日現在） 

本市の人口は、少子高齢化という全国的な傾

向を反映している。 

人 口 総数 108,931 人 

男  53,074 人 

女  55,857 人 

世 帯 数   47,338 世帯 

ｐ13 

（１）人口等（平成 25年 4月 1日現在） 

本市の人口は、少子高齢化という全国的な傾

向を反映している。 

人 口 総数 115,178 人 

男  56,170 人 

女  59,008 人 

世 帯 数   44,472 世帯 
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人口密度   1,194 人／㎢ 

世帯人口   2.30 人／世帯 

人口密度   1,262 人／㎢ 

世帯人口   2.59 人／世帯 

ｐ14（出典：岐阜県 統計情報） 

（２） 土地利用 

令和元年度時点の   土地利用区分面積

は、森林が 4,411ha（構成比 48.3％）と最も

多く、次いで宅地(住宅地、工業用地、事務

所、店舗等のその他の宅地等を含む)1,859ha

（同 20.3％）、道路用地 660ha（同 7.2％）、農

用地 205ha（同 2.2％）等となっている。 

 

（３）産業構造 

平成 30 年度の市内総生産は、334,606 百万円

で、産業別構成をみると、サービス業 51,222 百

万円(構成比 15.3％)で最も多く、次いで不動産

業 47,512 百万円(同 16.2％)、製造業 43,795 百

万円(同 13.0％)となっている。 

ｐ14 

（２） 土地利用 

平成 19 年 3 月 31 日現在の土地利用区分面積

は、森林が 4,452.5ha（構成比 48.8％）と最

も多く、次いで宅地(住宅地、工業用地、事務

所、店舗等のその他の宅地等を含む)2,609ha

（同 28.6％）、道路用地 748ha（同 8.2％）、農

用地 328ha（同 3.6％）等となっている。 

 

（３）産業構造 

平成 22 年度の市内総生産は、291,160 百万円

で、産業別構成をみると、サービス業 63,357 百

万円(構成比 21.8％)で最も多く、次いで不動産

業 47,187 百万円(同 16.2％)、運輸業 42,507 百

万円(同 14.6％)となっている。 

ｐ15 

（７）大規模集客施設等 

令和 3 年度時点においては、市内に大規模集客

施設又は大規模観光地点は存在しない。 

ｐ16 

（７）大規模集客施設等 

市内には、           大規模集客

施設又は大規模観光地点は存在しない。 

ｐ17 

（２）市の初動体制 

なお、各体制の動員体制は、地域防災計画

「本編（地震対策編第 5章）」に記載のとお

りとする。 

ｐ19 

（２）市の初動体制 

なお、各体制の動員体制は、         

「資料編」       に  掲載するこ

ととする。 

ｐ19 

２ 関係機関との連携体制の整備 

② 関係機関の連絡先の把握 

市は、関係機関の連絡先を把握するととも

に、随時その更新を行う。 

関係機関の連絡先は、地域防災計画「資料

編」に記載のとおりとする。 

ｐ21 

２ 関係機関との連携体制の整備 

② 関係機関の連絡先の把握 

市は、関係機関の連絡先を把握するととも

に、随時その更新を行う。 

関係機関の連絡先は、      「資料編」

に掲載     する。 

ｐ20 

【関係機関との協定一覧】 

地域防災計画「資料編」に記載のとおりと

ｐ22 

【関係機関との協定一覧】 

       資料編 に掲載することと
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する。 する。 

ｐ21 

① 施設・設備 

ア 武力攻撃災害による被害を受けた場合

に備え、複数の情報伝達手段の整備を図る。

（有線・無線系、地上系・衛星系、移動系通  

信等による伝送路の多ルート化等） 

ｐ21 

① 施設・設備 

ア 武力攻撃災害による被害を受けた場合

に備え、複数の情報伝達手段の整備を図る。

（有線・無線系、地上系・衛星系     

 等による伝送路の多ルート化等） 

ｐ22 

（１）基本的考え方 

② 体制の整備に当たっての留意事項 

市は、体制の整備に際しては、防災における体

制を踏まえ、効率的な情報の収集、整理及び提

供や、武力攻撃災害により障害が発生した場合

の通信の確保に留意する。また、避難行動要支

援者その他情報伝達に際し援護を要する者に

対しての確実な情報伝達に留意する。 

（２）警報等の伝達に必要な準備（国民保護

法第 47 条、第 48 条関係） 

① 警報の伝達体制の整備 

市は、知事から警報の通知があった場合の

住民及び関係団体への伝達方法等についてあ

らかじめ定めておくとともに、住民及び関係

団体に伝達方法等の理解が行き渡るよう事前

に説明や周知を図る。 

この場合において、民生児童委員や社会福祉協

議会、国際交流協会等との協力体制を構築する

など、避難行動要支援者に対する伝達に配慮す

る。 

 

※【参考】全国瞬時警報システム（J-ALERT）
の整備について 

 市は、対処に時間的余裕のない事態に関する

情報を、住民に迅速かつ確実に伝達するため、

全国瞬時警報システム（J-ALERT）を整備、運用

する。 

ｐ22 

（１）基本的考え方 

② 体制の整備に当たっての留意事項 

市は、体制の整備に際しては、防災における体

制を踏まえ、効率的な情報の収集、整理及び提

供や、武力攻撃災害により障害が発生した場合

の通信の確保に留意する。また、災害時要援護

者 その他情報伝達に際し援護を要する者に

対しての確実な情報伝達に留意する。 

（２）警報等の伝達に必要な準備（国民保護

法第 47 条、第 48 条関係） 

① 警報の伝達体制の整備 

市は、知事から警報の通知があった場合の住民

及び関係団体への伝達方法等についてあらか

じめ定めておくとともに、住民及び関係団体に

伝達方法等の理解が行き渡るよう事前に説明

や周知を図る。 

この場合において、民生児童委員や社会福祉協

議会、国際交流協会等との協力体制を構築する

など、災害時要援護者に対する伝達に配慮す

る。 

 

※【参考】全国瞬時警報システム（J-ALERT）
の整備について 

国においては、対処に時間的余裕のない弾道ミ

サイル攻撃に係る警報や自然災害における緊

急地震速報、津波警報等を住民に瞬時かつ確実

に伝達するため、国が衛星通信ネットワークを

通じて直接市町村の同報系防災行政無線を起

動し、サイレン吹鳴等を行う全国瞬時警報シス
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テム（J-ALERT）の開発・整備を行っており、平

成 18 年度末から、全国の市町村で順次整備、運

用が始まっている。 

ｐ23 

（削除） 

ｐ23 

※【参考】安否情報システムの整備について  
 

 安否情報の収集、整理及び提供に関しては

、国において、今後効率的なシステムを検討

し、平成18年度にシステムの開発及び平成19

年度より運用する予定となっており、それに

併せて都道府県及び市町村における対応等を

検討することとしている。このため、現段階

では既存の手段における安否情報の収集に係

る対応を記述するものとする。  

 
 

ｐ23 

（３）安否情報の収集・整理及び提供に必要

な準備（国民保護法第 94 条関係） 

① 安否情報の収集及び報告様式 

市が収集・報告すべき避難住民及び武力攻撃

災害により死亡し又は負傷した住民の安否情

報に関して、原則として、武力攻撃事態等にお

ける安否情報の収集及び報告の方法並びに安

否情報の照会及び回答の手続その他必要な事

項を定める省令（以下「安否情報省令」という。）

第 1条に規定する様式第 1号（別添 1）及び  

 第２号（別添２）により収集し、安否情報シ

ステムを用いて岐阜県に報告する。だたし、や

むを得ない場合は、市長が適当と認める方法に

よることができる。 

ｐ23 

（３）安否情報の収集・整理及び提供に必要

な準備（国民保護法第 94 条関係） 

① 安否情報の収集及び報告様式 

市が収集・報告すべき避難住民及び武力攻

撃災害により死亡又は負傷した住民の安否情

報は        、武力攻撃事態等にお

ける安否情報の報告方法並びに安否情報の照

会及び回答の手続その他の必要な事項を定め

る省令（以下「安否情報省令」という。）第

１条に規定する様式第１号（別添１）又は様

式第２号（別添２）を用いて収集するものと

する            。だたし、や

むを得ない場合は、市長が適当と認める方法

によることができる。 

ｐ24 

（２）訓練（国民保護法第 42 条関係） 

① 市における国民保護措置の訓練の実施 

市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同

するなどして、防災訓練との有機的な連携を

図りながら、国民保護措置についての訓練を

ｐ25 

（２）訓練（国民保護法第 42 条関係） 

① 市における       訓練の実施 

市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共

同するなどして、防災訓練との有機的な連携

を図りながら、国民保護措置についての訓練
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実施する。訓練の実施に当たっては、具体的

な事態を想定し、防災訓練におけるシナリオ

作成等、既存のノウハウを活用するとともに

、消防機関、県警察、自衛隊等との連携によ

る、NBC攻撃等により発生する武力攻撃災害へ

の訓練対応、広域にわたる避難訓練、地下へ

の避難訓練等武力攻撃事態等に特有な訓練に

ついて、人口密集地を含む様々な場所や想定

で行うとともに、実際に資機材や様々な情報

伝達手段を用いるなど実践的なものとするよ

う努める。 

を実施する。訓練の実施に当たっては、具体

的な事態を想定し、防災訓練におけるシナリ

オ作成等、既存のノウハウを活用するととも

に、消防機関、県警察、自衛隊等との連携を

図る。 

ｐ25 

（２）訓練（国民保護法第 42 条関係） 

③ 訓練に当たっての留意事項 

イ 国民保護措置についての訓練の実施にお

いては、住民の避難誘導や救援等に当たり、 

特に、避難行動要支援者への的確な対応が図ら

れるよう留意するとともに、地域において避難

行動要支援者を支援する体制が整備されるよ

う努める。 

ｐ25 

（２）訓練（国民保護法第 42 条関係） 

③ 訓練に当たっての留意事項 

イ 国民保護措置についての訓練の実施にお

いては、住民の避難誘導や救援等に当たり、

特に、災害時要援護者への的確な対応が図ら

れるよう留意するとともに、地域において災

害時要援護者を支援する体制が整備されるよ

う努める。 

ｐ26 

（１）基礎的資料の整備 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことが

できるよう、住宅地図、道路網のリスト、避   

難施設のリスト等必要な基礎的資料を整備す

る。なお、関係資料は、地域防災計画「資料

編」に記載のとおりとする。 

※【参考】市対策本部において集約・整理す

べき基礎的資料（例） 

避難行動要支援者名簿      

ｐ29 

（１）基礎的資料の整備 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことが

できるよう、住宅地図、道路網のリスト、避

難施設のリスト等必要な基礎的資料を整備す

る。なお、関係資料は、「資料編」掲載のと

おりである       。 

※【参考】市対策本部において集約・整理す

べき基礎的資料（例） 

 災害時要援護者の避難支援プラン 

ｐ27 

（３）避難行動要支援者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、自ら避

難することが困難な者の避難について、自然災

害時への対応として作成している避難行動要

支援者名簿を活用しつつ、避難行動要支援者の

ｐ28 

（３）災害時要援護者 への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、自ら

避難することが困難な者の避難について、自

然災害時の避難支援プランを活用しつつ、災

害時要援護者             の
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避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉

関係部局を中心とした横断的な「避難行動要

支援者支援班」を迅速に設置できるよう職員

の配置に留意する。 

避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉

関係部局を中心とした横断的な「災害時要援

護者支援班 」を迅速に設置できるよう職員

の配置に留意する。 

ｐ27 

※【参考】避難行動要支援者名簿     に

ついて 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導

に当たっては、自然災害時と同様、避難行動

要支援者への配慮が重要であるが、平素から

、自然災害時における取組みとして行われる

避難行動要支援者名簿     を活用する

ことが重要である（「避難行動要支援者の避

難行動支援に関する取組方針」（平成25年8月

）参照）。 

 避難行動要支援者名簿は、災害対策基本法

第49条の10において作成が義務付けられてお

り、避難行動要支援者の氏名や生年月日、住

所、避難支援等を必要とする事由等を記載又

は記録するものとされている。 

 また、災害発生時に避難行動要支援者の円滑

かつ迅速な避難支援等の実施に結びつくため、

市は避難行動要支援者の名簿情報について、地

域防災計画の定めることにより、あらかじめ避

難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等の

実施に携わる関係者（避難行動支援等関係者）

に提供することが求められている。 

ｐ28 

※【参考】災害時要援護者の避難支援プランに

ついて 

武力攻撃やテロ発生時においても、避難誘導

に当たっては、自然災害時と同様、災害時要

援護者 への配慮が重要であるが、平素から

、自然災害時における取組みとして行われる

災害時要援護者の避難支援プランを活用する

ことが重要である（「災害時要援護者の避難

支援ガイドライン」（平成17年3月）    

 参照）。 

避難支援プランは、災害時要援護者の避難

を円滑に行えるよう、「要援護者支援に係る

全体的な考え方」と「要援護者一人一人に対

する個別計画」で構成される。      

             

 災害時要援護者一人一人の避難支援プラン

を実施するためには、災害時要援護者情報の把

握が不可欠であるが、その方法としては、①同

意方式、②手上げ方式、③共有情報方式の３つ

の方法があり、これらにより取得した情報をも

とに一定の条件や考え方に基づき、支援すべき

災害時要援護者を特定し、福祉関係部局と防災

関係部局が連携の下で、災害時要援護者各個々

人の避難支援プランを策定することとなる（家

族構成や肢体不自由の状況、避難支援者や担当

している介護保険事業者名などを記載）。 

ｐ27 

２ 避難実施要領のパターンの作成（国民保

護法第 61 条関係） 

市は、県その他関係機関と緊密な意見交換

ｐ28 

２ 避難実施要領のパターンの作成（国民保

護法第 61 条関係） 

市は、県その他関係機関と緊密な意見交換
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を行いつつ、消防庁の避難マニュアル及び県

の避難行動指針を参考に、複数の避難実施要

領のパターンをあらかじめ作成する。 

この場合において、避難行動要支援者の避難方

法や季節の別（特に降雪時）の避難方法、昼間

別の避難方法等について考慮する。 

を行いつつ、消防庁の避難マニュアル及び県

の避難行動指針を参考に、複数の避難実施要

領のパターンをあらかじめ作成する。 

この場合において、災害時要援護者 の避難方

法や季節の別（特に降雪時）の避難方法、昼間

別の避難方法等について考慮する。 

ｐ28～29 

（２）基礎的資料の整備等 

市は、県と連携して、救援に関する事務を

行うために必要な資料を整備するとともに、

避難に関する平素の取組みと並行して、関係

機関との連携体制を確保する。 

なお、関係機関の連絡先は、地域防災計画

「資料編」に記載のとおりとする。 

ｐ31～32 

（２）基礎的資料の整備等 

市は、県と連携して、救援に関する事務を

行うために必要な資料を整備するとともに、

避難に関する平素の取組みと並行して、関係

機関との連携体制を確保する。 

なお、関係機関の連絡先は、「資料編」に掲

載すること      とする。 

ｐ29 

（１）運送事業者の輸送力及び輸送施設に関

する情報の把握 

市は、県が保有する本市の区域の運送に係

る運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する

情報を共有する。なお、運送事業者の輸送

力、道路、鉄道等の輸送施設は、地域防災計

画「資料編」に記載のとおりとする。 

（２）運送経路の把握等 

市は、武力攻撃事態等における避難住民や緊

急物資の運送を円滑に行うため、県が保有す

る本市の区域に係る運送経路の情報を共有す

る。運送経路は、地域防災計画「本編（地震

対策編第 2章第 2項第 5節 緊急輸送網の整

備）」に記載のとおりとする。 

 

５ 避難施設の指定への協力（国民保護法第

148 条関係） 

市は、県が行う避難施設の指定に際しては、施

設の収容人数、構造、保有設備等の必要な情報

を提供するなど県に協力する。また、県が指定

した避難施設に関する情報を避難施設データ

ｐ32 

（１）運送事業者の輸送力及び輸送施設に関

する情報の把握 

市は、県が保有する本市の区域の運送に係

る運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する

情報を共有する。なお、運送事業者の輸送

力、道路、鉄道等の輸送施設は、「資料編」

掲載のとおりである       。 

（２）運送経路の把握等 

市は、武力攻撃事態等における避難住民や

緊急物資の運送を円滑に行うため、県が保有

する本市の区域に係る運送経路の情報を共有

する。運送経路は、「資料編」に掲載するこ

と                      

           とする。 

 

５ 避難施設の指定への協力（国民保護法第

148 条関係） 

市は、県が行う避難施設の指定に際しては、  

               必要な情報

を提供するなど県に協力する。また、県が指定

した避難施設に関する情報を避難施設データ
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ベース等により、県と共有するとともに、県と

連携して住民に周知する。 

ベース等により、県と共有するとともに、県と

連携して住民に周知する。 

ｐ33 

（１）住民がとるべき対処等の啓発 

市は、武力攻撃災害の兆候を発見した場合の

市長、消防吏員、警察官に対する通報義務、

不審物等を発見した場合の管理者に対する通

報等について、啓発資料等を活用して住民へ

の周知を図る。また、わが国に対する弾道ミ

サイル攻撃の場合や地域においてテロが発生

した場合等に全国瞬時警報システム（J-ALERT

）による情報伝達を行うとともに、住民がと

るべき対処についても、国が作成する各種資

料に基づき、住民に対し周知を図る。また、

日本赤十字社、消防機関、県等と連携し、応

急手当に関する知識・技能の普及に努める。 

ｐ34 

（１）住民がとるべき対処等の啓発 

市は、武力攻撃災害の兆候を発見した場合の

市長、消防吏員、警察官に対する通報義務、

不審物等を発見した場合の管理者に対する通

報等について、啓発資料等を活用して住民へ

の周知を図る。また、わが国に対する弾道ミ

サイル攻撃の場合や地域においてテロが発生

した場合等に              

                住民がと

るべき対処についても、国が作成する各種資

料に基づき、住民に対し周知を図る。また、

日本赤十字社、消防機関、県等と連携し、応

急手当に関する知識・技能の普及に努める。 

ｐ35 

（２）市の初動体制 

なお、各体制の動員体制は、地域防災計画「本

編（地震対策編第 5 章第 2 項第 2 節 動員体

制）」に記載のとおりとする。 

ｐ39 

（２）市の初動体制 

なお、各体制の動員体制は、「資料編」に掲

載すること                

          とする。 

ｐ37 

（３）組織等（国民保護法第 28 条関係） 

市対策本部の構成、組織及び事務分担等

は、地域防災計画「本編（一般対策計画第 1

章第 5節 災害対策本部の組織）」に記載の

とおりとする。 

 

（４）市現地対策本部の設置 

市現地対策本部の構成、組織及び事務分担

等は、地域防災計画「本編（一般対策計画第 1

章第 5節 災害対策本部の組織）」に記載の

とおりとする。 

ｐ41 

（３）組織等（国民保護法第２８条関係） 

市対策本部の構成、組織及び事務分担等

は、「資料編」に掲載すること       

                     

   とする。 

 

（４）市現地対策本部の設置 

市現地対策本部の構成、組織及び事務分担

等は、「資料編」に掲載すること      

                     

   とする。 

ｐ41 

１ 国・県対策本部との連携 

（２）国・県現地対策本部との連携 

市は、国・県現地対策本部が設置された場

ｐ42 

１ 国・県対策本部との連携 

（２）国・県現地対策本部との連携 

市は、国・県現地対策本部が設置された場
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合は、連絡員を派遣すること等により、当該

本部と緊密な連携を図り、各種の調整や情報

共有等を行う。また、運営が効率的であると

判断される場合には、必要に応じて、国・県

と調整の上、共同で現地対策本部を設置し、

適宜情報交換等を行うとともに、共同で現地

対策本部運用を行う。また、国の現地対策本

部長が武力攻撃事態等合同対策協議会を開催

する場合には、当該協議会へ参加し、国民保

護措置に関する情報の交換や相互協力に努め

る。 

合は、連絡員を派遣することなどにより、当

該本部と緊密な連携を図り、各種の調整や情

報共有等を行う。（新規） 

ｐ41-42 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等（国

民保護法第 20 条関係） 

（１）市長は、国民保護措置を円滑に実施す

るため必要があると認めるときは、知事に対

し、自衛隊の部隊等の派遣（国民保護等派遣）

の要請を行うよう求める。また、通信の途絶等

により知事に対する自衛隊の部隊等の派遣の

要請の求めができない場合は、努めて当該区域

を防災区域とする地方連絡部長を通じて、陸上

自衛隊にあっては当該区域を担当区域とする

方面総監、航空自衛隊にあっては当該区域を担

当区域とする航空方面隊司令官等を介し、防衛

大臣に連絡する。 

ｐ42 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等（国

民保護法第 20 条関係） 

（１）市長は、国民保護措置を円滑に実施す

るため必要があると認めるときは、知事に対

し、自衛隊の部隊等の派遣（国民保護等派

遣）の要請を行うよう求める。なお、通信の

途絶等により知事に対する自衛隊の部隊等の

派遣の要請の求めができない場合は、地方協

力本部長                 

                     

                     

             等を介し、防衛

大臣に連絡する。 

ｐ44 

（１）避難住民の誘導（国民保護法第 70 条関

係） 

② 協力要請内容 

協力を要請できる内容は、避難住民の整

理、避難行動要支援者の介助等の実施に必要

な援助とする。 

ｐ45 

（１）避難住民の誘導（国民保護法第 70 条関

係） 

② 協力要請内容 

協力を要請できる内容は、避難住民の整

理、災害時要援護者 の介助等の実施に必要

な援助とする。 

ｐ47 

①警報の内容は、緊急情報ネットワークシス

テム（Em-net）、全国瞬時警報システム（J-

ALERT）等を活用し、地方公共団体に伝達され

ｐ48 

①警報の伝達方法については、当面の間は、

現在、市が保有する伝達手段に基づき、原則

として以下の要領により行う         
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る。市長は、全国瞬時警報システム（J-

ALERT）と連携している情報伝達手段等によ

り、原則として以下の要領により情報を伝達

する。 

（中略） 

なお、住民等への伝達手段は主として以下の

とおりである。 

（ア）サイレン(国が定めた放送方法による｡) 

（イ）防災行政無線 

（ウ）エフエムラジオ放送 

（エ）ケーブルテレビ 

（オ）自治会を通じての伝達 

（カ）広報車 

（キ）ホームページへの掲載 

（ク）FAX(主に､聴覚障がい者に対して行う｡) 

（ケ）電子メール 

（コ）緊急情報ネットワークシステム（Em-

net） 

（サ）全国瞬時警報システム（J-ALERT） 

                      

                      

                      

  。 

（中略） 

なお、住民等への伝達手段は主として以下の

とおりである。 

（ア）サイレン(国が定めた放送方法による｡) 

（イ）防災行政無線 

（ウ）エフエムラジオ放送 

（エ）ケーブルテレビ 

（オ）自治会を通じての伝達 

（カ）広報車 

（キ）ホームページへの掲載 

（ク）FAX(主に､聴覚障がい者に対して行う｡) 

（ケ）電子メール 

                      

    

                    

ｐ47 

 全国瞬時警報システム（J-ALERT）によって情

報が伝達されなかった場合においては、緊急情

報ネットワークシステム（Em-net）によって伝

達された情報をホームページ等に掲載する等

により、周知を図る。 

ｐ48 

弾道ミサイル攻撃のように対処に時間的余

裕がない事態については、全国瞬時警報システ

ム（J-ALERT）が整備され、瞬時に国から警報の

内容が送信されることとなった場合には、消防

庁が定めた方法により防災行政無線等を活用

して迅速に住民へ警報を伝達することとする。 

ｐ48 

②市長は、消防機関と連携し、あるいは自主

防災組織等の自発的な協力を得ることなどに

より、各世帯等に警報を伝達することができ

るよう、体制を整備する。 

この場合において、消防本部は、保有する車

両・装備を有効に活用し、巡回等による伝達

を行うとともに、消防団は、平素からの地域

との密接なつながりを活かし、自主防災組織

や自治会、避難行動要支援者等への個別の伝

ｐ49 

②市長は、消防機関と連携し、あるいは自主

防災組織等の自発的な協力を得ることなどに

より、各世帯等に警報を伝達することができ

るよう、体制を整備する。 

この場合において、消防本部は、保有する車

両・装備を有効に活用し、巡回等による伝達

を行うとともに、消防団は、平素からの地域

との密接なつながりを活かし、自主防災組織

や自治会、災害時要援護者 等への個別の伝
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達を行うなど、それぞれの特性を活かした効

率的な伝達が行なわれるように配意する。ま

た、市は、交番、駐在所、パトカー等の勤務

員による拡声器や標示を活用した警報の伝達

が的確かつ迅速に行われるよう、県警察と緊

密な連携を図る。 

③警報の伝達においては、特に、避難行動

要支援者に対する伝達に配慮するものとし、

具体的には、防災・福祉部局との連携の下で

避難行動要支援者名簿     を活用する

など、迅速に正しい情報が伝達され、避難な

どに備えられるような体制の整備に努める。 

達を行うなど、それぞれの特性を活かした効

率的な伝達が行なわれるように配意する。ま

た、市は、交番、駐在所、パトカー等の勤務

員による拡声器や標示を活用した警報の伝達

が的確かつ迅速に行われるよう、県警察と緊

密な連携を図る。 

③警報の伝達においては、特に、災害時要

援護者 に対する伝達に配慮するものとし、

具体的には、防災・福祉部局との連携の下で

災害時要援護者の避難支援プランを活用する

など、迅速に正しい情報が伝達され、避難な

どに備えられるような体制の整備に努める。 

ｐ49-50 

【項目】 

ク 避難行動要支援者への対応 

③避難実施要領の策定の際における考慮事項 

カ 要援護者の避難方法の決定（避難行動要

支援者名簿、避難行動要支援者支援班の設

置） 

ｐ51 

【項目】 

ク 災害時要援護者 への対応 

③避難実施要領の策定の際における考慮事項 

カ 要援護者の避難方法の決定（避難支援プラ

ン、災害時要援護者      支援班の設

置） 

ｐ51-52 

②消防機関の活動 

消防本部及び消防署は、消火活動及び救

助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定

める避難実施要領に基づき、要所に消防車両

等を配置し、車載の拡声器を活用するなど効

果的な誘導を実施するとともに、自力歩行困

難な避難行動要支援者の人員輸送車両等によ

る運送を行うなど保有する装備を有効活用し

た避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動に

ついて、消防本部又は消防署と連携しつつ、

自主防災組織、自治会等と連携した避難住民

の誘導を行うとともに、避難行動要支援者に

関する情報の確認や要避難地域内残留者の確

ｐ54 

②消防機関の活動 

消防本部及び消防署は、消火活動及び救

助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定

める避難実施要領に基づき、要所に消防車両

等を配置し、車載の拡声器を活用するなど効

果的な誘導を実施するとともに、自力歩行困

難な災害時要援護者 の人員輸送車両等によ

る運送を行うなど保有する装備を有効活用し

た避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動に

ついて、消防本部又は消防署と連携しつつ、

自主防災組織、自治会等と連携した避難住民

の誘導を行うとともに、災害時要援護者 に

関する情報の確認や要避難地域内残留者の確



多治見市国民保護計画 新旧対照表（令和 3年度改定版） 

15 

 

認等を担当するなど、地域とのつながりを活

かした活動を行う。 

 

⑥ 避難行動要支援者への配慮 

市長は、避難行動要支援者の避難を万全に行

うため、避難行動要支援者支援班を設置し、

社会福祉協議会、民生児童委員、介護保険制

度関係者、障がい者団体等と協力して、避難

行動要支援者への連絡、運送手段の確保を的

確に行う（また、避難行動要支援者名簿を策

定した場合には、当該名簿を活用して対応を

行う。）。 

認等を担当するなど、地域とのつながりを活

かした活動を行う。 

 

⑥ 災害時要援護者 への配慮 

市長は、災害時要援護者 の避難を万全に行

うため、災害時要援護者 支援班を設置し、

社会福祉協議会、民生児童委員、介護保険制

度関係者、障がい者団体等と協力して、災害

時要援護者 への連絡、運送手段の確保を的

確に行う（また、避難支援プラン   を策

定した場合には、当該プランに沿って対応を

行う。）。 

ｐ54 

⑭ 大規模集客施設等における避難 

市は、大規模集客施設や旅客輸送関連施設の

施設管理者等と連携し、施設の特性に応じ、

当該施設等に滞在する者等についても、避難

等の国民保護措置が円滑に実施できるよう必

要な対策をとる。 

ｐ55 

（新） 

ｐ55 

（２）実際に弾道ミサイルが発射されたとき

は、対策本部長がその都度警報を発令 

※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆

候を事前に察知した場合でも、発射された段

階で攻撃目標を特定することは極めて困難で

あり、また  、弾道ミサイルの主体（国又

は国に準じる者）の意図等により攻撃目標は

変化するとともに、その保有する弾道ミサイ

ルの精度により、実際の着弾地点は変わって

くる。このため、市は、弾道ミサイル発射時

に住民が適切な行動をとることができるよ

う、全国瞬時警報システム（J-ALERT）による

情報伝達手段及び弾道ミサイル落下時の行動

について平時から周知に努めるとともに、弾

道ミサイルが発射された場合には、すべての

市に着弾の可能性があり得るものとして、対

ｐ56 

（２）実際に弾道ミサイルが発射されたとき

は、対策本部長がその都度警報を発令 

※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆

候を事前に察知した場合でも、発射された段

階で攻撃目標を特定することは極めて困難で

ある。このため、弾道ミサイルの主体（国又

は国に準じる者）の意図等により攻撃目標は

変化するとともに、その保有する弾道ミサイ

ルの精度により、実際の着弾地点は変わって

くる。このため、すべての市に着弾の可能性

があり得るものとして、対応を考える必要が

ある。また、急襲的に航空攻撃が行われる場

合についても、弾道ミサイルの場合と同様の

対応をとるものとする。  
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応を考える必要がある。 

ｐ59 

３ 救援の内容（国民保護法第 75 条関係） 

（１）救援の基準等 

市長は、事務の委任を受けた場合は、「武

力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律による救援の程度及び方法の

基準」（平成 25 年内閣府省告示第 229 号。以

下「救援の程度及び基準」という。）及び県

国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行

う。市長は、「救援の程度及び基準」によっ

ては救援の適切な実施が困難であると判断す

る場合には、知事に対して、内閣総理大臣に

特別な基準の設定についての意見を申し出る

よう要請する。 

ｐ60 

３ 救援の内容（国民保護法第 75 条関係） 

（１）救援の基準等 

市長は、事務の委任を受けた場合は、 武

力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律による救援の程度及び方法の

基準（平成 16 年厚生労働省告示第 343 号。以

下「救援の程度及び基準」という。）及び県

国民保護計画の内容に基づき救援の措置を行

う。また、  救援の程度及び基準 によっ

ては救援の適切な実施が困難であると判断す

る場合には、知事に対して、厚生労働大臣に

特別な基準の設定についての意見を申し出る

よう要請する。 

ｐ68 

② 放射性物質等の放出又は放出のおそれに

関する通報及び公示等 

ア 市長は、放射性物質等の放出又は放出

のおそれに関する通報を原子力防災管理者か

ら受けたとき又は内閣総理大臣及び原子力規

制委員会（事業所外運搬に起因する場合にあ

っては、内閣総理大臣、原子力規制委員会及

び国土交通大臣。以下同じ）若しくは知事か

ら通知を受けたときは、消防機関に連絡す

る。また、消防機関、県警察等からの連絡に

より、放射性物質等の放出又は放出のおそれ

があるとの情報を原子力事業者、内閣総理大

臣、原子力規制委員会又は県より先に把握し

た場合には、直ちに、原子力事業者にその内

容を確認するとともに、その旨を内閣総理大

臣及び原子力規制委員会並びに知事に通報す

る。 

ｐ69 

② 放射性物質等の放出又は放出のおそれに

関する通報及び公示等 

ア 市長は、放射性物質等の放出又は放出

のおそれに関する通報を原子力防災管理者か

ら受けたとき又は指定行政機関の長     

                     

                     

             若しくは知事か

ら通知を受けたときは、消防機関に連絡す

る。また、消防機関、県警察等からの連絡に

より、放射性物質等の放出又は放出のおそれ

があるとの情報を原子力事業者、指定行政機

関         又は県より先に把握し

た場合には、直ちに、原子力事業者にその内

容を確認するとともに、その旨を指定行政機

関の長及び        知事に通報す

る。 

ｐ69 

⑥ モニタリングの実施 

市によるモニタリングの実施については、

ｐ70 

（新） 
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状況に応じ、地域防災計画（原子力災   

害対策編）等に定められた措置に準じた措置

を講じる。 

⑦ 安定ヨウ素剤の服用 

市長は、安定ヨウ素剤の予防服用の実施等

については、地域防災計画（原子力災害対策

編）等に定められた措置に準じた措置を講ず

る。                   

                     

                     

                     

       

⑨ 避難退避時検査及び簡易除染の実施 

 市長は、避難の際の住民等に対する避難退

域時検査及び簡易除染の実施については、地

域防災計画（原子力災害対策編）等に定めら

れた措置に準じた措置を講ずる。 

⑩ 飲食物の摂取制限等 

 市長は、必要に応じ、飲食物の摂取制限等

の措置については、地域防災計画（原子力災

害対策編）等に定められた措置に準じた措置

を講ずる。 

 

 

 

 

⑥ 安定ヨウ素剤の配布 

市長は、放射性ヨウ素の放出又はそのおそ

れがある場合には、国対策本部長の指示に基

づき、直ちに服用対象の避難者が安定ヨウ素

剤を服用できるよう、県やその他の関係機関

と協力して住民に安定ヨウ素剤を配布し、服

用するべき時機及び服用の方法の指示、医師

及び薬剤師の確保その他必要な措置を講じる

ものとする。 

（新） 

 

 

 

 

（新） 

ｐ78 

（１）保健衛生対策 

市は、避難先地域において、県と連携し医

師等保健医療関係者による健康相談、指導等

を実施する。 

この場合において、避難行動要支援者の心

身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

ｐ79 

（１）保健衛生対策 

市は、避難先地域において、県と連携し医

師等保健医療関係者による健康相談、指導等

を実施する。 

この場合において、災害時要援護者 の心

身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 


